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堅調な AI関連需要を受け、製造 
業の景況感が改善すると予想 
 

○ 業況判断ＤＩ予測：大企業・製造業   ＋25％Pt（6月調査から3ポイント改善） 

                  大企業・非製造業 ＋37％Pt（6月調査から横ばい） 

○ 2026年度設備投資計画(全規模・全産業)予測：前年度比＋7.8％（6月調査：同＋6.8％） 

 

 

大企業・製造業の業況判断は

改善、大企業・非製造業の業

況判断は横ばいを予想 

10月1日公表の日銀短観（9月調査）では、大企業・製造業の業況判断DI

が＋25％Ptと、6月調査（＋22％Pt）から3ポイントの改善を予想（図表1）

する。関連指標では、7～9月期法人企業景気予測調査において、大企業の

「貴社の景況判断BSI」は製造業を中心に改善したほか、9月ロイター短観で

は、半導体やデータセンター（DC）関連の受注が好調との声が目立った。AI

関連需要が旺盛ななか、生産用機械や化学、非鉄金属などの関連業種で幅広

く景況感が改善すると見込む。 

図表１ 業況判断DIの予測 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（注）2026年 9 月調査はみずほ総合研究所調査部による予測値 

（出所）日本銀行｢全国企業短期経済観測調査｣より、みずほ総合研究所調査部作成 
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(変化幅) (変化幅)

大企業 27 21 29 23 31 2 25 ▲ 6

製造業 17 14 22 17 25 3 21 ▲ 4

非製造業 36 29 37 28 37 0 29 ▲ 8

中堅企業 23 14 22 13 23 1 14 ▲ 9

製造業 16 9 17 9 19 2 12 ▲ 7

非製造業 27 18 26 16 26 0 16 ▲ 10

中小企業 13 7 13 6 13 0 6 ▲ 7

製造業 7 4 9 2 11 2 7 ▲ 4

非製造業 16 8 15 8 14 ▲ 1 6 ▲ 8

2026年9月調査2026年3月調査 2026年6月調査

先行き最近先行き
(％Pt)

最近先行き最近
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実際、AI関連財輸出の増勢は拡大している（図表2）。半導体・電子部品の

輸出は、メモリ価格上昇の恩恵を受けて前年比で大幅プラスとなっているほ

か、足元では半導体製造・検査機器の輸出数量が急増している。その他、DC

に使われる冷却装置などの設備や、半導体製造に不可欠な原材料・素材の輸

出も増加するなど、輸出品目の裾野は広がっているようだ。こうしたもと、

AI関連財の生産指数は2025年9月比＋11.3％と大幅に上昇（図表3）してお

り、AI関連財の増産が鉱工業生産全体のけん引役になっている。 

また、足元にかけて円安基調が継続していることも、こうした輸出志向の

強い製造業種の景況感を下支えしている。 

大企業・非製造業の業況判断DIは＋37％Pt（6月調査：＋37％Pt）と、高

水準が継続する見込みだ。 

既往の資源高を背景に、卸売業の景況感が堅調となることが期待されるほ

か、堅調な投資需要を背景に、建設業でも良好な景況感が続きそうだ。さら

に、不動産価格や賃料の上昇を受けて、不動産業も好調を維持するとみてい

る。 

宿泊・飲食サービス等のインバウンド関連業種の景況感も底堅い結果が予

想される。訪日外客数については、短期的にはやや増勢が鈍化している。中

東情勢悪化を背景とした航空便の減便や、燃油サーチャージの上昇を受けた

航空運賃の負担増などが背景にある。日中対立を受けて中国の訪日外客数が

大幅減となっている状況も不変だ。もっとも、韓国や台湾など近隣諸国から

の訪日外客数は大幅な増加が続いており、全体としてみれば、大幅な腰折れ

は回避されている。 

図表２ 日本のAI関連財輸出額 図表３ 鉱工業生産 

  

（注） WTO による「AI-enabling goods」の定義に準ずる 

春節要因による振れを均すため、1・2 月は両月の平均値の伸び 

を表示 

（出所） Global Trade Atlasより、みずほ総合研究所調査部作成 

（注）AI 関連は、WTOによる「AI-enabling goods」の定義に準ずる 

（出所）経済産業省「鉱工業生産指数」より、 

みずほ総合研究所調査部作成 
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 なお、製造業・非製造業に共通する要因として、中東情勢悪化を受けた石

化製品価格など原材料価格の上昇や人件費上昇といったコスト増による業績

下押し圧力は、日本企業全体としてみれば限定的なものに留まるとみてい

る。大企業やサプライチェーンの上流企業を中心に価格転嫁が進んでおり、

コスト増を一定程度吸収できている。上述の法人企業景気予測調査における

2026年度の経常利益計画が製造業・非製造業ともに上方修正され、増益見込

みに転じていることも、全体としての企業景況感が底堅さを維持するとみて

いる根拠の一つである。ただし、中小企業や、消費者に近いサプライチェー

ンの下流企業では十分な価格転嫁が進まず、景況感の下押し圧力となること

が予想される。 

先行きの業況判断DIは、製造業・非製造業ともに企業規模を問わず悪化が

見込まれる。もっとも、先行きの業況判断DIは現在対比で下振れしやすいク

セのある統計である。中東情勢が引き続き予断を許さないことなど、懸念材

料はあるが、実態としては、日本企業は先行きの景気をさほど悲観的に見て

いない可能性が高い。 

2026年度も、引き続き旺盛な

投資計画が示される見通し 

2026年度の設備投資計画（全規模・全産業）は同＋7.8％（6月調査：＋6.8％）

と上方修正を予測する。従来からの旺盛な投資需要に加え、政府が7月以降開

始した「大胆な投資促進税制」に基づく投資支援策も、民間企業の投資需要

を下支えする公算が大きい。中東情勢悪化に伴う不確実性が前回調査時点か

ら幾分後退しているとみられることも、ポジティブな材料だ。 

日本政策投資銀行が公表した「全国設備投資計画調査（2026年6月）」によ

れば、化学・電気機械・非鉄金属・電力など、幅広い業種で旺盛なAI関連需

要に対応することを目的とした投資が計画されており、投資のけん引役とな

ることが期待される。 

不動産やサービス業では、ホテル開発や娯楽施設の高付加価値化といった

インバウンド関連投資も好調のようだ。自動車では、EV関連投資が一部減退

し、2025年度計画比では控えめな計画になることが予想されるものの、全体

としてみれば旺盛な投資需要が示されるだろう。 
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図表４ 設備投資計画の予測 

  

（注）土地を含みソフトウェア及び研究開発投資を除く。右グラフは全規模・全産業、 

2026 年度 9 月計画はみずほ総合研究所調査部の予測値 

（出所）日本銀行「全国企業短期経済観測調査」より、みずほ総合研究所調査部作成 
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実績 3月計画 6月計画 9月計画 修正率

全規模 9.4 1.3 6.8 7.8 1.0

製造業 9.5 2.6 7.5 7.9 0.4

非製造業 9.3 0.6 6.4 7.7 1.3

大企業 10.1 3.3 11.5 11.3 ▲ 0.2

製造業 10.6 2.7 10.1 9.7 ▲ 0.4

非製造業 9.8 3.6 12.3 12.2 ▲ 0.1

中堅企業 9.5 3.4 6.0 7.0 1.0

製造業 13.8 4.9 3.6 3.0 ▲ 0.6

非製造業 6.4 2.2 7.8 9.8 2.0

中小企業 6.9 ▲ 8.1 ▲ 8.3 ▲ 2.6 5.7

製造業 0.1 ▲ 1.4 2.6 7.0 4.4

非製造業 10.1 ▲ 11.3 ▲ 13.0 ▲ 6.6 6.4

26年度
(前年度比％)

【PR】 調査レポート公開中︕ 
～ 国内外の経済・金融動向など幅広い分野について、エコノミストが専門的な知見をご提供 ～ 
みずほ総合研究所 調査部サイト（みずほ銀行ウェブサイト内）、 

 
 
みずほ総合研究所 公式 X（旧 Twitter）                       
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